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参考資料 1 災害現象解析モデル 

 
1.1  流出モデル 

(1) 液体流出 

危険物質を液相で貯蔵した容器（または付属配管で容器に近いところ）が破損したときの流出率は次

式で与えられる。ただし、容器の大きさに比べて流出孔が十分に小さく、流出が継続する間は液面の高

さは変化しないことを前提とする。 
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ただし、 

Lq  : 液体流出率（m3/s） 

c  : 流出係数（不明の場合は 0.5 とする） 

a  : 流出孔面積（m2） 

p  : 容器内圧力（Pa） 

0p  : 大気圧力（＝0.101 MPa＝0.101×106 Pa） 

  : 液密度（kg/m3） 

g  : 重力加速度（＝ 9.8m/s2） 

h  : 液面と流出孔の高さの差（m） 

 

長い配管から流出するような場合には、配管内壁と流体との摩擦による圧力損失を考慮すべきである

が、これを無視して次式により安全サイドの評価として概算することができる。 
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ただし、 

v  : 配管内の流速（m/s） 

p  : 送出圧力（Pa） 

 

(2) 気体流出 

容器内に物質が気相で存在する場合の流出率は次式で与えられる。ただし、容器のサイズに比べて流

出孔が十分に小さく、気体の噴出に熱的変化がないことを仮定している。 

 

①流速が音速未満  cpp /0 のとき 
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②流速が音速以上  cpp /0 のとき 
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ただし、 
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Gq  : 気体流出率（kg/s） 

c  : 流出係数（不明の場合は0.5 とする） 

a  : 流出孔面積（m2） 

p  : 容器内圧力（Pa） 

0p  : 大気圧力（＝0.101 MPa＝0.101×106 Pa） 

M  : 気体のモル重量（kg/mol） 

T  : 容器内温度（K） 

R  : 気体定数（＝8.314 J/mol･K） 

  : 気体の比熱比 

Z  : ガスの圧縮係数（＝1.0：理想気体） 

 

1.2 蒸発モデル 

常温の揮発性液体が流出して矩形の囲いの中に溜まった場合、液面からの蒸発量は風速に支配され次

式で与えられる。 
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ただし、 

w  : 蒸発率（kg/m2s） 

G  : 周辺温度における蒸気密度（kg/m3） 
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vp  : 液面温度での飽和蒸気圧(Pa) 

0p  : 大気圧（＝0.101 MPa＝0.101×106 Pa） 

u  : 風速（m/s） 

l  : 風方向の囲いの長さ（m） 

  : 空気の動粘性係数(＝0.151×10-4 m2/s :20℃ 

  ＝0.154×10-4 m2/s:25℃） 

 

1.3 拡散モデル(坂上モデル) 

ガスが流出して大気中で拡散したときの濃度分布を計算するための簡易モデルとしてガウシアンモ

デルがある。このモデルは、ガスの進行方向（風下方向）に対して直角方向の濃度分布を正規分布と仮

定して解析するものである。ガウシアンモデルにはいくつかのものがあるが、海外ではプルームモデル

（Pasquill-Gifford モデル）、国内では坂上モデルがよく用いられているようである。ここでは、坂上

モデルを示す。 

坂上モデルには、ガスの発生源が点源と面源、ガスの発生時間が連続的と瞬間的の計 4 種類がある。

点源の式は小さな開口部からガスが流出するような場合、面源の式は流出した液化ガスが防液堤に溜ま

って蒸発するような場合に適用される。以下に、よく用いられるガスの発生が連続的な点源と面源の式

を示す。防液堤に溜まって蒸発するような場合でも、防液堤から遠いところでは面からの蒸発ガス量が

1 点から発生するとして点源の式を用いてもよい。 

なお、ガウシアンモデルでは、対象とするガスの密度が周囲の空気密度と同程度であることを仮定し

ている。空気よりも非常に軽いガスや重いガスの場合には、実際の拡散距離とガウシアンモデルによる

算定値にかなりの差が生じるものと考えられ、注意が必要である。 

 

①連続点源の式 

連続点源を想定したときの濃度分布は次式で与えられる。 
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 1)exp(  xxqA AAA    
 1)exp(  xxqB BBB    

 

ただし、 

xyzC  : 
任意の地点（x, y, z）のガス濃度（体積比率）） 

x は水平風下方向、y は水平風横方向、z は鉛直方向にとった座標 

Q  : 単位時間あたりの拡散ガス量（m3/s） 

u  : 風速（m/s） 

h  : ガス発生源の高さ（m）（0, 0, h）が発生源の座標となる。 

BABA qq  ,,,  : 拡散パラメータ 

0I  : 0 次の虚数単位ベッセル関数、（I0(X)＝J0(iX) ：J0 は 0 次ベッセル関数） 
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拡散パラメータは拡散源の高さと大気安定度によって決まり、次表で与えられる。 

 

表 1.3.1 坂上モデルの拡散パラメータの値 

大気安定度 h[m] φA √qA φB qB 

安定 

0.5 4.78E-02 4.26  4.20E-02 3.50E-01 

10 4.78E-02 4.26  4.60E-02 2.93E-01 

20 4.78E-02 4.26  4.71E-02 2.86E-01 

30 4.78E-02 4.26  4.77E-02 2.83E-01 

中立 

0.5 1.48E-02 1.56E+01 1.10E-02 5.30  

10 1.09E-02 2.18E+01 2.46E-02 1.02  

20 1.01E-02 2.37E+01 3.00E-02 7.00E-01 

30 9.70E-03 2.48E+01 3.29E-02 5.65E-01 

やや不安定 

0.5 4.50E-03 7.59E+01 4.25E-03 3.48E+01 

10 2.12E-03 1.59E+02 1.48E-02 2.87  

20 1.80E-03 1.88E+02 1.98E-02 1.61  

30 1.61E-03 2.09E+02 2.34E-02 1.14  

不安定 

0.5 1.12E-03 2.77E+02 1.30E-03 3.73E+02 

10 2.52E-04 1.24E+03 7.20E-03 1.18E+01 

20 1.78E-04 1.73E+03 1.10E-02 5.19  

30 1.44E-04 2.14E+03 1.40E-02 3.21  

 

液体で流出したときには、式(1)、(2)で求められる流出率 qL（m3/s）をもとに、次式により拡散ガス

量 Q（m3/s）を計算し、これを式(6)に代入して拡散ガス濃度を計算する。 

 

0Mp

RTfq
Q L 
  (7) 

 

ただし、 

f  : フラッシュ率 

  : 液密度（kg/m3） 

R  : 気体定数（＝ 8.314 J/mol･K） 

T  : 大気温度（K） 

0p  : 大気圧（＝0.101 MPa＝0.101×106 Pa） 

M  : 気体のモル重量（kg/mol） 

 

小量流出の場合には、すべて気化するとして 1f としてよい。また、気体で流出したときには、式

(3)または式(4)で求められる流出率 qG（kg/s）をもとに、次式により拡散ガス量 Q（m3/s）を計算する。 
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なお、風下方向・地表面（y＝0、z＝0）の濃度のみ計算する場合には、式(6)は次のように簡単になる。 
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②連続面源の式 

連続面源を想定したときの濃度分布は次式で与えられる。 
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ただし、 

xyzC  
: 任意の地点（x, y, z）のガス濃度（体積比率）(kg/m2s) 

Q  : 単位時間、単位面積あたりの拡散ガス量（kg/m2s） 

m  : 風に直角方向の面源の幅の1/2（m） 

n  : 風方向の面源の幅の1/2（m） 

 

であり、その他の記号は点源式と同じである。 

なお、風下方向・地表面（y＝0、z＝0）の濃度のみ計算する場合には、次のように簡単になる。 
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1.4 火災･爆発モデル 

(1) 液面火災 

ア．火炎の放射熱 
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火炎から任意の相対位置にある面が受ける放射熱は次式で与えられる。 

 
4TE  W (12) 

 

ただし、 

E  : 放射熱強度（W/m2） 

T  : 火炎温度（K） 

  : ステファン･ボルツマン定数（＝5.67×10－8 W/m2K4） 

  : 放射率 

  : 形態係数(0.0～1.0 の無次元数) 

 

実用上は、燃焼液体が同じであれば火炎温度と放射率は変わらないと仮定し、
4TR f  （W/m2）

とおいて次式で計算してよい。 

 

fRE   (13) 

 

ここで Rf は放射発散度と呼ばれ、主な可燃性液体について次表に示すような値をとる。 

 

表 1.4.1 主な可燃性液体の放射発散度 

可燃性液体 
放射発散度 

[kW/m2]

カフジ原油 41

ガソリン・ナフサ 58

灯油 50

経由 42

重油 23

ベンゼン 62

n-ヘキサン 85

メタノール 9.8

エタノール 12

LNG(メタン) 76

エチレン 134

プロパン 74

プロピレン 73

n-ブタン 83

 

イ．形態係数 



 

① 円筒形

円筒形の

係数は次式

(14)のよう
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ガソリン・ナフサ 8.00E-05

灯油 7.80E+03

経由 5.50E-05

重油 2.80E-05

ベンゼン 1.00E-04

n-ヘキサン 1.20E-04

メタノール 2.80E-05

エタノール 3.30E-05

LNG(メタン) 1.70E-04

エチレン 2.10E-04

プロパン 1.40E-04

プロピレン 1.30E-04

n-ブタン 1.50E-04

 

② タンク火災 

可燃性液体を貯蔵した円筒形タンクの屋根全面で火災となった場合には、タンク屋根と同面積の底面

をもち、高さが底面半径の 3 倍（m=H/R=3）の円筒形火炎を想定して放射熱の計算を行う。 

 

③ 防油堤火災 

可燃性液体が流出し防油堤や仕切堤などの囲いの全面で火災となった場合には、囲いと同面積の底面

をもち、高さが底面半径の 3 倍（m＝H/R=3）の円筒形火炎を想定する。 

 

エ．火炎の規模による放射発散度の低減 

液面火災では、火災面積（円筒底面）の直径が 10m を超えると、空気供給の不足により大量の黒煙

が発生し放射発散度が低減する。したがって、このことを考慮せずに上記の手法で放射熱を計算すると、

火災規模が大きいときにはかなりの過大評価となる。 

実験により得られた火炎（燃焼容器）直径と放射発散度との関係を図 1.4.3 に示す。これによると、

火炎直径が 10m になると放射発散度の低減率は約 0.6、20m で約 0.4、30m で約 0.3 となる。 

ただし、アルコールや LNG は燃焼しても黒煙が発生しにくいため、放射発散度は低減しないものと

考えるのが妥当である。 
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(2) 蒸気雲爆発 

流出した可燃性ガス（液化ガスを含む）が拡散し、空気との混合が進んだ後に着火した場合、激しい

爆風圧を発生する爆轟が起こる可能性がある。この際の爆風圧と爆発中心からの距離との関係は、TNT 

等価法による次式で与えられる。 

 

33

TNT

GG
TNT Q

QfW
WL


   (17) 

 

ただし、 

L  : 爆発中心からの距離（m） 

  : 換算距離（m/kg1/3） 

TNTW  : 等価のTNT 火薬量（TNT 当量：kg） 

GW  : 可燃性ガス（液体）の流出量（kg） 

GQ  : 可燃性ガスの燃焼熱量（J/kg） 

TNTQ  : TNT 火薬の燃焼熱量（＝4.184×106 J/kg） 

f  : 流出したガスの気化率（フラッシュ率） 
  : 爆発係数（＝0.1） 
  : TNT 収率（＝0.06） 

 

爆発係数ψは流出・気化したガスのうち爆発に寄与するガスの割合であり、通常 0.1（10%）が用い

られる。また、TNT 収率γは爆発に寄与したガスの総エネルギーと、この場合に生じた爆風圧に相当

する TNT 当量のエネルギーの割合であり、通常安全側の評価を見込んで 0.064（6.4%）が用いられる。 

換算距離λは爆風圧（Pa）と対応する。換算距離（λ）と爆風圧（P）との関係は次のような近似式

で表すことができる（ただし爆風圧の単位は kgf/cm2）。 

 

〇 P＜0.035  ： λ＝2.7944P-0.71448 

〇 0.035≦P＜0.2 ： λ＝2.4311P-0.75698 

〇 0.2≦P＜0.65  ： λ＝3.143P-0.59261 

〇 P≧0.65  ： λ＝3.2781P-0.48551 

 

なお、高圧ガス保安法では、式(17) を次式のように表し、K の値を HYO のようにガスの種類ごとに

示している（燃焼熱量の単位を kcal/kg で表しており QTNT は 1,000kcal/kg としている。また K 値に

103 が掛かるのは WG をトンで表しているためである）。 

 

304.0 GKWL    (18) 
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310GQfK   

 

この式では、TNT 当量を次のように見積もっていることになる。 

 

1000

064.0 G
TNT

KW
W   (19) 

 

同法では、既存施設に対してはλ=12.0（爆風圧 11.76kPa）、新規施設に対してはλ=14.4（爆風圧

9.8kPa）を限界強度として保安距離を確保するものとしている。 

 

(3) ファイヤーボール 

蒸気雲爆発にはファイヤーボールを伴うことがある。特に、東日本大震災での事例で見られたように、

LPG タンクが BLEVE により破損した場合には、巨大なファイヤーボールが形成され、主に放射熱に

よって周囲に大きな影響を与える恐れがある。 

 

ア．直径･継続時間 

ファイヤーボールの直径と継続時間に関する算定式には次のようなものがある。 

 

①旧指針（平成 6 年）、コンビナート保安･防災技術指針 

 
325.077.3 WD   
549.0258.0 Wt   

 

ここで、 

D  ： ファイヤーボール直径（m） 

t  ： 継続時間（s） 

W  ： 燃焼ガス量（燃料と理論酸素量の和：kg） 

 

ただし、Ｗは可燃性ガス量（Wg）と酸素量の合計である。例えばプロパンの場合、燃焼の反応式は

C3H8＋5O2 → 3CO2＋4H2O であるから、完全燃焼ではプロパン（44g/mol）１mol に対して酸素

（32g/mol）5mol が必要となる。したがって W は Wg の 4.64 倍（（44+32×5）/44）となり、上式は

次のように書ける。 

 

325.021.6 gWD   

549.044.0 gWt    (20) 
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②AIChE（2010） 
 

3/18.5 gWD   

)000,30(6.2

)000,30(45.0
6/1

3/1

kgWW

kgWWt

gg

gg




 (21) 

 

また、ファイヤーボール中心の高さ（H）は字式により与えられる。 

 

DH 75.0  (22) 

 

なお、ファイヤーボールの直径及び継続時間と燃料量との関係については、実験に基づきいくつかの

モデルが提案されているが、上式はそれらの平均値を与えるものである。 

 

イ．放射熱 

ファイヤーボールから受ける放射熱は、ステファン・ボルツマンの法則に基づいた次式で表される。 

 

4TRE f     (23) 

 

ここで、 

E  ： ファイヤーボールから受ける放射熱（W/m2） 

fR  
： ファイヤーボールが発散する放射熱（＝εσT4：W/m2） 

T  ： ファイヤーボールの温度（K） 

  ： ステファン・ボルツマン定数（＝5.67×10－8 W/m2K4） 

  ： 放射率 

  ： 形態係数 

 

形態係数φは、ファイヤーボールを球形と仮定し、球の中心に正対した受熱面を想定すると次式で表

される。 

 

2

2








L

D  (24) 

 

ただし、 

D  ： ファイヤーボール直径（m） 

L  ： ファイヤーボール中心から受熱面までの距離（m） 
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式(23) で、ファイヤーボールを 1750K の完全黒体（ε＝1.0）とし、形態係数として式(24)を代入す

ると次のようになる。 

 

2
51033.1 








L

D
E   (25) 

 

(4) フラッシュ火災 

フラッシュ火災とは、可燃性蒸気雲の燃焼で火炎伝播速度が比較的遅く過圧が無視できるものをいう。

この場合、爆風圧よりも放射熱が問題になるが、放射熱の影響を算定するためのモデルはほとんど開発

されていない。そのため、燃焼プロセスが穏やかで持続時間が短いこと、ガス雲の熱膨張は浮力により

鉛直上方に起こることを仮定して、ガス濃度が爆発下限界またはその 1/2 以上となる範囲を危険とする

評価がよく用いられる。主な可燃性物質の爆発下限界濃度を K 値とともに表４に示す。 

 

(5) 容器破裂 

圧力上昇に伴う容器等の破裂に関しては、破裂前後の圧力の違いから放出エネルギーを計算し、これ

と等価な TNT 火薬量（TNT 当量）を求めて、式(17) によりある地点の爆風圧を推定することができ

る。破裂の際に放出されるエネルギーを求める式としては次のものがある。 

 

① Brode の式（1959） 

 

V
PP

E 











1

0


  (26) 

 

② Crowl の式（1992） 

 

































P

P

P

P
PVE 0

0

1ln  (27) 

 

ここで、 

E  ： 破裂により放出されるエネルギー（J） 

P  ： 破裂前の容器内圧力（絶対圧：Pa） 

0P  ： 破裂後の圧力（＝0.101 MPa＝0.101×106 Pa） 

V  ： 内容積（m3） 
  ： 容器内の気体の比熱比 
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タンクの破裂を前提とした場合、タンク気相部の容積が大きい（タンク貯蔵量が少ない）ほど爆風圧

の推定値は大きくなり、蒸気雲爆発を前提とした場合と逆の傾向を示す。また、推定値は貯蔵量が相当

に少ない場合を除いて、蒸気雲爆発を前提としたほうが大きくなり安全側の評価といえる。 

 

(6) 飛散物 

容器の破裂による破片の飛散範囲は、破裂エネルギーのほか、破片の数、重量や形状、射出角度や初

速度により異なってくる。 

LPG 容器の BLEVE に伴う破片の飛散範囲に関しては、次のような簡易式が示されている。 

10.0

333.0

465

90

M

ML





　
  

ただし、 

L  ： 破片の最大飛散範囲(m) 

M  ： 破裂時の貯蔵物質量(kg) 

 

 

なお、プラントの異常反応に伴う容器破裂に関しては、上式は適用できないため、過去の事故事例な

どをもとに推定することになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(容積 5m3未満の容器) 

(容積 5m3以上の容器) 



16 
 

参考資料 2 想定地震における各地区の計測震度、PL 値、津波浸水深 

2.1 新居浜地区 

(1) 安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震（北側） 

  

   計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(2) 安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震（南側） 

  
   計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(3) 讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部の地震 

  

計測震度                液状化危険度 PL 値 
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(4) 石鎚山脈北縁の地震 

  
計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(5) 石鎚山脈北縁西部－伊予灘の地震 

  
計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(6) 南海トラフ巨大地震 

  

計測震度                液状化危険度 PL 値 
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津波浸水深 
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2.2 菊間地区 

(1) 安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震（北側） 

  
計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(2) 安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震（南側） 

  
計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(3) 讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部の地震 

  

計測震度                液状化危険度 PL 値 
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(4) 石鎚山脈北縁の地震 

  
計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(5) 石鎚山脈北縁西部－伊予灘の地震 

  
計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(6) 南海トラフ巨大地震 

  

計測震度                液状化危険度 PL 値 
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津波浸水深 
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2.3 波方地区 

(1) 安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震（北側） 

  
計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(2) 安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震（南側） 

  
計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(3) 讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部の地震 

  
計測震度                液状化危険度 PL 値 
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(4) 石鎚山脈北縁の地震 

  
計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(5) 石鎚山脈北縁西部－伊予灘の地震 

  
計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(6) 南海トラフ巨大地震 

  

計測震度                液状化危険度 PL 値 
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津波浸水深 

 



25 
 

2.4 松山地区 

(1) 安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震（北側） 

  

計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(2) 安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震（南側） 

  

計測震度                液状化危険度 PL 値 
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(3) 讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部の地震 

  

計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(4) 石鎚山脈北縁の地震 

  

計測震度                液状化危険度 PL 値 
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(5) 石鎚山脈北縁西部－伊予灘の地震 

  

計測震度                液状化危険度 PL 値 

 

(6) 南海トラフ巨大地震 

  

計測震度                液状化危険度 PL 値 
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津波浸水深 
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用語説明 

 
○イベントツリー解析 

ある発端となる初期事象からスタートして、これが最終的な事象に発展していく過程を枝分かれ式に

展開して解析する手法。初期事象が発生する確率、ある事象が次の事象に分岐する確率を与えることに

より、中間あるいは最終の事象がどの程度の確率で起こりうるかといった定量的な解析も可能となる。 

 

○浮屋根式タンク 

屋根が貯蔵物液面に浮いており、液面とともに上下するタンクであり、フローティング・ルーフ・タ

ンクとも呼ばれている。屋根が固定式の円すい（錐）屋根（式）タンクに比べ、貯蔵油の蒸発損失を少

なくし、蒸気相をなくして安全性を保つから、原油、ガソリンなどの揮発性石油類の貯蔵に多く用いら

れる。 

 

○固定屋根式タンク 

タンクの屋根と側板が固定され一体となっている屋外貯蔵タンク。一般に揮発損失が比較的少ない重

油、灯油、軽油等の貯蔵に用いられる。 

 

○仕切堤 

防油堤と同様に危険物が屋外貯蔵タンクから漏れた場合に、その流出を防止するため屋外タンク周辺

に設ける壁のことで危険物法令で設置が義務付けられたものである。 

容量が 1 万 kℓ以上のタンクごとに設置する必要がある。 

 

○スロッシング 

液体容器の振動により引き起こされる内容液の液面揺動をいう。 

具体的な現象としては地震の際のタンクの液面揺動ならびに船舶に積載されているタンクの液面揺

動等があり、地震の周期がタンクの固有周期と近似する場合には、液体のいつ（溢）流に至るほどの大

きな液面揺動が発生する可能性は高くなる。 

 
○内部浮蓋式タンク 

側板に固定され屋根のほかに、タンク内部に浮蓋構造を有するもの。 

 

○防液堤 

可燃性ガス、毒性ガスまたは酸素の液化ガスの貯槽の周囲に設ける壁である。 

施設の貯槽能力により一般高圧保安規則、液化石油ガス保安規則、コンビナート保安規則、冷凍保安

規則で設置が義務付けられている。 

 

○防油堤 

危険物が屋外貯蔵タンクから漏れた場合に、その流出を防止するためタンク周辺に設ける壁のことで

危険物法令で設置が義務付けられたものである。防油堤内に設定する屋外タンクは 10 基以下で、防油

堤容量は最大タンク容量の 110％以上が必要である。 
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○フラッシュ火災 

可燃性蒸気雲の燃焼で火災伝搬速度が比較的遅く過圧が無視できるもの。爆風圧よりも放射熱が問題

となる。 

 

○ファイヤーボール 

密閉された可燃性のガスや蒸気などが空気に触れた途端、急激に球状の炎を形成する現象。LPG タン

クが BLEVE により破損した場合には巨大なファイヤーボールが形成され、主に放射熱によって周囲に

大きな影響を与える恐れがある。 

 

○ボイルオーバー 

注水によりタンクの下部に貯まった水が、その後の燃焼で温度が上がり沸騰しタンクから水蒸気とと

もに燃焼している危険物が急激に噴き出す現象をいう。 

 

○液状化指数(PL 値) 

PL 値はある地点の液状化の可能性を総合的に判断しようとするものであり、各土層の液状化強度（せ

ん断応力に対する強度）を深さ方向に重みをつけて足し合わせた値である。 

 

○新法タンクと旧法タンク 

昭和 52 年改正の危険物の規制に関する政令施行後に設置許可申請された特定タンクを新法タンク、

それ以前に設置許可申請された特定タンクを旧法タンクという。 

 

○特定タンクと準特定タンク 

容量 1,000kℓ以上のタンクを特定タンクといい、500kℓ以上 1,000kℓ未満のタンクを準特定タンクと

いう。 

 

○旧法・新基準タンクと旧法・旧基準タンク 

平成 6 年の基準強化に適合するタンクを旧法・新基準タンク、適合しないタンクを旧法・旧基準タン

クという。 

 

○準特定・新基準タンクと準特定旧基準タンク 

平成 11 年に技術基準が制定され、これに適合するものを準特定・新基準タンク、適合しないものを

準特定・旧基準タンクという。 

 


